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1　大学発展の仕組み
（1）区分経理の導入
私立大学が持続可能な発展を遂げていくには絶えず
社会の変化に対応できる柔軟な仕組みが備わっていな
ければならない。そのためには大学を構成する個々の
学部が独自の専門知識を活かしながら社会ニーズを迅
速に掴み取る必要がある。これにより大学のブランド
価値が向上していく。
わが国の総合大学はいままで新学部の設置を繰り返
しながら規模を拡大させてきた。とりわけ，主要私立
大学は学部の増設に伴って定員を増やすことで，社会
への情報発信力を高めながらブランド価値を確実に高
めてきた。
それと同時に大学の財務力も学部の増設による定員
増から安定性を高めてきた。さまざまな学部を設置す
ることで大学に対する魅力がいままで以上に高まり，
さらに定員増から一単位当たりのコストも徐々に下
がっていくので，大学経営は安定化しやすくなる。一
般企業と同様に大学も範囲の経済や規模の経済が作用
するのである。
ところが，個別の学部が合わさってはじめて大学全
体の経営が成立するにもかかわらず，学部単位の活動
を正確に伝える会計情報は見られない。最終的に大学
全体の会計報告さえ行えば，それで十分と考えている
のだろう。個別の学部が良い成果を上げていれば自ず
と大学全体の会計も好ましい結果が報告されるからで
ある。
確かに総合大学は個々の学部が合わさったものなの
で，そうした論理が当てはまるかもしれない。実際，
いままではそれでよかったと思われる。だが，今日の
ように大学を取り巻く経営環境が年々厳しさを増す状
況のもとでは学部ごとの経営チェックも必要である。
複数ある学部の中で経営的に見て好ましくない学部が
あれば，改善を促すことで大学全体の経営が向上して
いく。あるいは余力を残した学部があれば，刺激を与
えることで一層の活躍が期待される。
そうした効率的な経営を展開するには学部ごとの収
支を明示した区分経理の導入が役立つ。これならば
個々の学部の成果が正確に把握できる。今日の大学会
計は全体の収支を公表しているだけなので，個別学部
の実態が掴み取りにくい。学部ごとに区分経理が採用
されれば細かな問題も一気に解消されよう。
（2）支出優先の大学経営
学部単位に基づく区分経理の導入は今後，ますます
必要性が高まっていくと思われる。少子高齢化が急速
に深まる中で大学の教育・研究活動は社会から注目さ
れている。世の中の人々の要求に応えるためにも個別
学部による積極的な区分経理の取り組みが望まれる。＊専修大学商学部教授
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個々の学部が独自の戦略から最大限の活動を展開すれ
ば社会から評価される大学として位置づけられてい
く。
ただ，教育・研究活動に集中するあまり支出だけが
膨らみ，収入が支出に追いつかない事態にも陥りかね
ない。こうした場合，一般の株式会社ならば支出を抑
える行動に向かっていく。これにより赤字を防ぎなが
ら利益を確保し，株主に配当を出していく。
だが，大学は基本的に営利を目的とする組織ではな
いため，社会ニーズに応じた教育・研究活動であれば
支出を簡単に切り詰めるわけにはいかない。支出優先
の大学経営がまさに一般の株式会社と異なる経営の特
殊性と言える。それでも赤字が連続的に発生すれば存
続が危ぶまれる。
そのため支出に見合った水準まで収入を切り上げて
いく必要がある。区分経理に従って個別学部ごとに収
支が明示されれば，それぞれの活動状況が把握できる
だけでなく，赤字であれば学部独自の努力から収入を
増やすようになる。大学は持続可能な発展を遂げるこ
とができる。
したがって，本論文ではシステムダイナミックスに
よる簡単なモデルを用いながら支出優先の大学経営を
支える区分経理の有用性を説明していきたい。個別学
部の経営をチェックすれば大学全体の経営も効率化で
きるうえ，将来に向けた取り組みも明確になる。ま
ず，既存の大学会計の仕組みを説明したうえで個々の
学部に区分経理を取り入れた理想的なモデルを紹介す
ることにしよう。
2　私立大学の財務諸表
（1）大学会計の特徴
大学決算で発表される財務諸表を見ると，私立大学
と国立大学法人では様式が異なっている。貸借対照表
はほぼ同じであるが，期間損益の表記の仕方が両者で
かなり違っている。名称も私立大学では事業活動収支
計算書と呼ぶのに対して，国立大学法人では一般企業
と同様に損益計算書として記されている。
図表1は私立大学と国立大学法人に分けながら決算
の様式を比較したものである。私立大学の事業活動収
支計算書は教育活動収支，教育活動外収支，特別収支
の3項目から形成され，そこから基本金組入前当年度
収支差額が得られる。
活動内容に応じて区分している点が特徴である。本
来の活動収支を基本に置きながら2つの収支が補完す
る流れが読み取れる。そこから基本金組入額を差し引
くことで当年度収支差額が求められ，最終的に貸借対
照表の純資産を構成する基本金ならびに繰越収支差額
に流れていく。
それに対して国立大学法人の損益計算書では活動区
分は明記されていない。だが，一般企業と同様に経常
収益と経常費用から得られた経常利益が特別損失と特
別利益を通じて当期純利益に向かい，貸借対照表の純
資産を形成する利益剰余金を決定づけている。
私立大学であれ国立大学法人であれ，それぞれの項
目の名称が違ってもフローの期間損益がストックの純
資産に流れていく構図は同じである。連続的に利益を
生み出せば純資産は増え，財務の健全性が高まったと
解釈できる。
ただ，私立大学の事業活動収支計算書と国立大学法
人の損益計算書との違いで注目しなければならないの
は，収入・収益と支出・費用の順番が異なっている点
である。私立大学の事業活動収支計算書では最初に収
入が取り上げられ，そこから支出を差し引くように表
記されている。
ところが，国立大学法人の損益計算書ではまず費用
が計上され，それを収益がどれだけ賄うかを見るかの
ように下方に位置づけられている。一般企業の決算で
発表される損益計算書と違った表記である。なぜ収益
と費用の順番が異なるのであろうか。その理由は基本
的に国立大学法人が果たす役割と株式会社に代表され
る一般企業の目的がまったく違っているからであろ
う。
一般企業はどれだけ利益を確保するかが最大の関心
事となる。それを実践するため収益の拡大を目指し，
一方で費用の削減を心掛ける。その行動を損益計算書
に表すには収益を費用の前に位置づけたほうがわかり
やすい。だが，国立大学法人の使命は人々から要望さ
れた社会ニーズを満たすことにあり，それを実現する
のにどのような使い方をしたのかを報告しなければな
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図表1　私立大学と国立大学法人の財務諸表
（1）私立大学の財務諸表
①私立大学の事業活動収支計算書
教育活動収支
事業活動収入の部
学生生徒等納付金・手数料
寄付金
経常費等補助金
・・・・・・
教育活動収入計
事業活動支出の部
人件費
教育研究経費
管理経費
・・・・・・
教育活動支出計
教育活動収支差額
教育活動外収支
事業活動収入の部
受取利息・配当金
・・・・・・
教育活動外収入計
事業活動支出の部
借入金等利息
・・・・・・
教育活動外支出計
教育活動外収支差額
経常収支差額
特別収支
事業活動収入の部
資産売却差額
・・・・・・
特別収入計
事業活動支出の部
資産処分差額
・・・・・・
特別支出計
特別収支差額
基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額
当年度収支差額
②私立大学の貸借対照表
総資産
負債
純資産
基本金
繰越収支差額
②国立大学法人の貸借対照表
総資産
負債
純資産
資本金
利益剰余金
（2）国立大学法人の財務諸表
①国立大学法人の損益計算書
経常費用
業務費
教育経費
研究経費
診療経費
受託研究費
人件費
一般管理費
財務費用
・・・・・・
経常収益
運営費交付金収益
学生納付金収益
附属病院収益
受託研究・受託事業等収益
寄附金収益
財務収益
・・・・・・
経常利益
臨時損失
臨時利益
当期純利益
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らない。そのため，資金使途の開示を優先する立場か
ら費用が損益計算書において収益よりも先に置かれて
いる。
（2）収支差額の種類と黒字の達成
もちろん，収益と費用の差額は同じであるが，両者
の位置づけの違いは大学と一般企業が目指す最終的な
目標の違いを表現していると解釈できる。そうであれ
ば，私立大学も国立大学法人と同じ使命が課されてい
るので，損益計算書に相当する事業活動収支計算書に
おいても支出のほうが収入よりも先に置かれてもよい
であろう。そのほうが大学の本来の在り方を表現した
会計表記と思われる。
図表2はそうした国立大学法人の損益計算書をモデ
ルにしながら私立大学の事業活動収支計算書の項目を
並べ替えたものである。活動内容に基づきながら支出
がそれぞれ最初に示され，その後に収入が置かれてい
る。これならば大学の本来の理念に合致した理想的な
会計表記と言えよう。さらに区分経理に従い，学部単
位の細分化された数値も並べられるようになってい
教育活動収支
事業活動支出の部
人件費
教育研究経費
管理経費
・・・・・・
教育活動支出計
事業活動収入の部
学生生徒等納付金・手数料
寄付金
経常費等補助金
・・・・・・
教育活動収入計
教育活動収支差額
教育活動外・特別収支
事業活動支出の部
借入金等利息
・・・・・・
資産処分差額
・・・・・・
事業活動収入の部
受取利息・配当金
・・・・・・
資産売却差額
・・・・・・
教育活動外・特別収支差額
基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額
当年度収支差額
全学部
A学部 B学部
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
XXX XXX XXX
全学部
・
・
・
・
・
・
・
・
XXX
XXX
XXX
XXX
図表2　私立大学の理想的会計情報
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る。まさに理想的会計情報が把握できるスタイルが取
られている。
ここでは活動内容から教育活動収支と教育活動外・
特別収支の2つに分けられている。元々は教育活動収
支のほかに教育活動外収支と特別収支の3つから形成
されているが，大学の主要な業務は教育活動収支に反
映され，残された2つの収支は大雑把に捉えれば同じ
資産運用に関わる成果を表している。それゆえ，教育
活動外・特別収支としてひとつにまとめている。
大学が社会ニーズに見合った活動を繰り広げれば，
それに伴って事業活動支出も拡大していく。その場
合，大学は教育活動収支差額が赤字にならないように
事業活動収入を高めていかなければならない。
ここでは区分経理に従って A学部と B学部に分け
ながら計上するスタイルが示されている。これならば
学部ごとの活動状況が正確に把握できる。支出だけで
なく収入も報告されるので学部間の経営上の優劣もわ
かり，現状を認識することで改善につながっていく。
それでも両学部を合計した教育活動収支差額が赤字
に陥るならば教育活動外・特別収支差額に依存せざる
を得ない。受取利息・配当金と資産売却差額による収
入から借入金等利息と資産処分差額による支出を差し
引いた差額が黒字であれば，教育活動収支差額の赤字
を穴埋めできる。そうすれば本来の教育・研究活動が
財務上の制約から解放されるであろう。
もちろん，教育活動外・特別収支差額は区分経理で
捉える必要はない。細かく見れば学部単位で取り扱え
る項目もあるかもしれないが，全体的には大学本体が
遂行する業務がほとんどであるため，学部ごとに分け
ず一括して表記されている。
最終的に大学は教育活動収支差額と教育活動外・特
別収支差額の合計である基本金組入前当年度収支差額
が黒字になるように努めなければならない。黒字の一
部を基本金組入額に充てなければならないからであ
る。これにより将来にわたって持続可能な発展が約束
される。
当年度収支差額は基本金組入前当年度収支差額から
基本金組入額を差し引いたものである。大学はいつで
も黒字が生み出され，その範囲内で基本金に組み入れ
られる訳ではない。時には赤字が発生するであろう。
それでも長期的視点に立てば基本金の組み入れは必要
である。その場合，当年度収支差額は赤字となる。
貸借対照表では基本金組入額の累積に相当する基本
金と当年度収支差額の合計である繰越収支差額を加え
ることで純資産が得られる。一時的に当年度収支差額
が赤字であっても経営に支障が生じることは無いであ
ろうが，慢性化すれば深刻な問題を抱えてしまう。
なぜなら，繰越収支差額が赤字の状態になれば，純
資産が確実に減少していくからである。純資産が赤字
になれば経営破綻を意味する。そうならないためにも
当年度収支差額が慢性的に赤字に陥らないようにしな
ければならない。
3　主要私立大学の財務力
（1）財務指標と経営指標
大学の財務諸表が理解できたところで，早速，主要
私立大学を対象にしながら2018年3月末の決算から財
務指標と経営指標を求めてみよう。ここで言う主要私
立大学とは早稲田，慶應，上智，東京理科，学習院，
明治，青山学院，立教，中央，法政，関西，関西学
院，同志社，立命館，近畿，日本，東洋，駒澤，専修
の19校である。
図表3は前節で説明した事業活動収支計算書から教
育活動収支差額，教育活動外収支差額，特別収支差額
の3種類の収支差額を求め，そこから基本金組入前当
年度収支差額，基本金組入額，そして当年度収支差額
を取り出している。さらに貸借対照表から純資産と総
資産を求め，代表的な経営指標である ROE と ROA
を導出している。
ROE（％）＝基本組入前当年度収支差額／純資産
×100
ROA（％）＝基本組入前当年度収支差額／総資産
×100
大学ごとに財務指標や経営指標に特色が見られる
が，この中で注目したいのは事業活動収支計算書で扱
う3種類の収支差額の関係である。大学の本来の活動
を集約した教育活動収支差額を中心に見ながら，教育
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活動外収支差額と特別収支差額がどれだけ補完してい
るかに関心が集まる。
大学は本来の使命を果たすため支出優先の経営から
事業活動支出が拡大し，それに見合うように事業活動
収入を確保しようとする。それでも両者の差額である
教育活動収支差額が赤字であれば本業以外の教育活動
外収支差額と特別収支差額で穴埋めする。
そうした経営行動が展開されているかどうかを確認
するため，わかりやすく描いたものが図表4である。
3種類の収支差額が大学ごとに積み上げ縦棒グラフで
示されている。これを見ると，多くの大学が教育活動
収支が黒字である。また，教育活動外収支差額も特別
収支差額も黒字の大学のほうが多い。
こうした姿を見る限り，支出を先に決定づけて後か
ら収入が追っていく支出優先の経営とは異なってい
る。真逆の収入優先の経営と言える。恐らく教育活動
収支差額だけでなく他の収支差額もともに黒字化する
ことで基本金組入前当年度収支差額を膨らませ，基本
金組入を高めようとしているのであろう。
実際，多額の基本金組入額が多くの年度にわたって
継続的に振り向けられている。このことから将来に向
けた投資戦略が繰り広げられていると考えられる。
あるいは別の解釈をすれば私立大学の経営上の立場
から財務の健全性を重視するあまり保守的な経営に向
かっているのかもしれない。つまり，実現可能な収入
を大前提にしながら，その範囲内に支出を抑える行動
である。これならば黒字が生み出され，経営破綻に陥
ることがないからだ。
（2）国立大学法人との比較
それに対して国立大学法人であれば異なった動きが
見られるかもしれない。もともと損益計算書において
支出を収入の上に位置づける決算が打ち出されている
ので，会計で表記されたような経営理念の実現に向け
た忠実な行動が取られていると推測される。すなわ
ち，大学の方針に基づきながら，支出優先の経営から
支出を決定づけたうえで収入が後追いする流れが見ら
れるであろう。
そうであれば経常費用と経常収益の差額である経常
利益が赤字の大学があっても不思議ではない。あるい
▲ 4,000
0
4,000
8,000
12,000
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図表4　主要私立大学の3種類の収支差額（2018年3月末）
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は最終的な当期純利益も赤字になるかもしれない。図
表5は主要な国立大学法人として北海道大学，東北大
学，東京大学，名古屋大学，京都大学，大阪大学，九
州大学の7校を取り上げ，2018年3月末の決算から財務
指標と経営指標を示している。
この表から財務指標を見ると，赤字の大学はない。
経常利益も当期純利益も黒字である。さらに経営指標
として ROE と ROA を見ると，当然ながらプラスの
値がそれぞれ弾き出されている。
ROE（％）＝当期純利益／純資産×100
ROA（％）＝当期純利益／資産×100
どの指標も私立大学と変わりなく，黒字を示してい
図表5　国立大学法人の財務諸表と経営指標（2018年3月末）
北海道大学 東北大学 東京大学 名古屋大学 京都大学 大阪大学 九州大学 平均
（1）損益計算書
　　経常費用 93,563 139,620 232,089 103,404 157,551 138,708 124,046 141,283
　　経常収益 97,271 140,345 234,749 105,079 158,592 140,999 126,793 143,404
　　経常利益 3,708 724 2,660 1,675 1,042 2,290 2,747 2,121
　　当期純利益 3,390 646 2,560 1,577 607 2,422 1,988 1,884
（2）貸借対照表
　　資産 283,269 405,361 1,420,820 258,464 496,596 466,793 472,776 543,440
　　純資産 208,203 242,354 1,132,338 129,277 327,747 349,371 284,534 381,975
　　　資本金 154,570 192,192 1,045,214 72,363 268,182 284,638 146,152 309,044
　　　利益剰余金 34,059 23,836 66,216 19,309 37,888 53,353 13,935 35,514
（3）経営指標
　　ROE（％） 1.63 0.27 0.23 1.22 0.19 0.69 0.70 0.49
　　ROA（％） 1.20 0.16 0.18 0.61 0.12 0.52 0.42 0.35
（注）単位：百万円
〈東京大学〉
日本大学
〈京都大学〉
〈大阪大学〉
〈九州大学〉
〈東北大学〉
近畿大学
慶應義塾大学
早稲田大学
立命館大学〈北海道大学〉
〈名古屋大学〉
同志社大学
明治大学
0
1
2
3
0 400,000 800,000 1,200,000 1,600,000
ROA（％）
総資産（百万円）
図表6　私立大学７校と国立大学法人7校の経営比較（2018年3月末）
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る。それでも私立大学と比較すれば利益率が低いと考
えられるかもしれない。そこで，主要な国立大学法人
7校と先ほどの私立大学19校から資産規模が類似して
いる日本大学，近畿大学，慶應義塾大学，早稲田大
学，立命館大学，同志社大学，明治大学の7校を選び
比較してみたい。図表6は横軸に資産規模を取り，縦
軸に ROAを取った散布図に14校をプロットしたもの
である。
この図を眺めると，国立大学法人のほうが私立大学
よりも相対的に利益率が低いように見える。単純に解
釈すれば会計上の表記が経営に反映されているように
も感じられる。しかしながら，どちらも収入の範囲内
に支出を抑える収入優先の経営を取っている。財務の
健全性を考えれば，一般企業と同様に収入を前提にし
ながら支出を決めるのであろう。
だが，これからの大学はいままで以上に日本経済の
発展に貢献しなければならない。そのためには大学の
本来の使命に基づきながら，社会ニーズを満たすうえ
で必要ならば積極的に教育・研究活動を行っていかざ
るを得ない。それゆえ，支出を決定づけたうえで後か
ら収入を確保する支出優先の経営が実践されていくで
あろう。
そこで次節では私立大学をイメージしながら将来の
大学経営の姿をシステムダイナミックス・ソフトの
STUDIOを用いて描いてみたい。
4　理想的会計情報に基づいた私立大学の経営モ
デル
（1）大学経営のメカニズム
大学が社会ニーズに応じた教育・研究活動を展開す
ればブランド価値は上昇する。ブランド価値は極めて
抽象的な表現であるが，大学が生み出すあらゆる価値
の創造を意味する。総合大学であれば学部ごとに設け
られた区分経理に従って成果をチェックすれば，最大
のブランド価値が最も効率的に生み出されていくであ
ろう。そのためには自ずとコストが発生する。
図表7は総合大学が生み出すブランド価値とコスト
の関係を A学部と B学部に分けながら描いている。
例えば，A学部を取り上げてみよう。教員や職員に代
表される「A 学部・資源」を活用することで「A 学
部・活動」からブランド価値が形成され，それが「A
学部・ブランド価値」に蓄積されていく。また，「A
学部・ブランド価値喪失」も生じる。
A学部・資源は「A 学部・成長率」で決定づけられ
た「A 学部・投入」が毎期ごとに流入するので時間の
経過とともに増大していく。それに伴って「A 学部・
単位コスト」と A学部・資源から「A 学部・コスト」
が発生する。
もちろん，ブランド価値とコストは比例関係にあ
る。教育・研究活動を繰り広げることでブランド価値
が高まるが，同時にコストも必然的に上昇するから
だ。ブランド価値の拡大はコストの増大を伴うことに
A学部・単位コスト
A学部・コスト B学部・コスト
B学部・単位コスト
A学部・資源
A学部・投入
B学部・資源
B学部・投入
B学部・ブランド価値
B学部・活動 B学部・ブランド価値消失
A学部・ブランド価値
A学部・活動 A学部・ブランド価値消失
B学部・成長率A学部・成長率
図表7　大学のブランド価値とコストの関係
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なる。
なお，B 学部についても A 学部と全く同様の説明
が行えるので，ここでは割愛する。ただ，どの学部で
あれ，一単位当たりのコストから生み出されるブラン
ド価値の増分は大学の創意工夫からコントロール可能
となる。そのための有効な方法は学部ごとに効率的な
運営が行われているかをチェックすることである。こ
れにより大学全体のブランド価値が最小のコストで拡
大していく。
同様に収入もブランド価値に依存する傾向にある。
図表8は両者の関係とともに図表2で示した私立大学
の理想的会計情報を想定しながら大学の財政メカニズ
ムを描いたものである。
このことを A 学部を取り上げて説明していこう。
まず，A学部・ブランド価値から「A 学部・収入」が
得られる。収入の獲得姿勢によっても異なるので，そ
れは「A 学部・資金獲得力」といった要因にも影響を
受ける。同じブランド価値でも資金獲得に向けた取り
組み姿勢によって収入の増減が異なることになる。
A 学部の収入とコストの差額が「A 学部・収支差
額」である。B学部も同様のプロセスを辿りながら，
「B 学部・収支差額」が発生する。そして両学部が合
わさることで，「基本金組入前当年度収支差額」が得
られる。
この金額は「基本金決定係数」によって「基本金組
入」と「収支差額」に分けられる。基本金組入は「基
本金」に流入し，収支差額は「繰越収支差額」に向
かっていく。両者が加わることで「純資産」が形成さ
れる。
基本金は大学の長期的な経営方針に従って決定づけ
られるが，それは資産運用にも影響を及ぼす。基本金
のうち「運用割合」に応じた「運用資金」は大学の
「運用収入」を生み出す資金源である。「運用利回り」
が高ければ運用収入も増えていく。それは A 学部お
よび B 学部の収支差額と同様に基本金組入前当年度
収支差額に流れていく。
こうして基本金の一部を運用に充てることで収入が
拡大していく。ブランド価値を高めようと教育・研究
活動に力を入れるあまり，支出が拡大し，学部単位の
収支が赤字になるかもしれない。だが，運用収入がそ
の赤字を穴埋めさえすれば大学全体の経営は安定化す
る。資金運用は大学経営を支える働きをしている。
基本金
基本金組入
運用収入
基本金
A学部・収支差額 B学部・収支差額
A学部・収入 B学部・収入
運用利回り
基本金組入前当年度収
支差額
基本金決定係数
繰越収支差額
収支差額
純資産
B学部・コストA学部・コスト
A学部・ブランド価値 B学部・ブランド価値
運用資金 運用割合
A学部・資金獲得力 B学部・資金獲得力
図表8　大学のブランド価値と収入の関係
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（2）学部独自の区分経理
大学経営のメカニズムを見てきたが，この中で強調
したいのは学部の存在である。それぞれの学部が効率
的な教育・研究活動を繰り広げさえすれば大学のブラ
ンド価値も拡大していくからだ。それゆえ，学部ごと
に活動内容を正確にチェックする仕組みが整えば大学
全体が効率的な経営に向かっていくであろう。
大学は絶えず変化する社会ニーズの動きを観察しな
がら敏感に対応していかなければならない。だが，学
問の領域は専門性が極めて高いので，大学全体では把
握できないことが多い。学部単位ならばこの問題をあ
る程度克服できる。それゆえ，大学のブランド価値を
確実に高めていくには学部ごとの経営管理が大前提と
なる。
そのためには学部単位に設けられた区分経理が必要
である。これにより支出と収入の動きを学部ごとに捉
えていくのである。支出の動きを通じて教育・研究活
動が把握できるのは言うまでもないが，収入の動きも
有益な情報を提供してくれる。それは大学が生み出す
ブランド価値の動きを反映していると考えられるから
だ。
社会ニーズに応じた活動がうまく展開できれば，自
ずとさまざまな形となって収入が増えていく。逆に独
りよがりの活動であれば，収入は時間の経過とともに
確実に減っていく。従って，収入はブランド価値を間
接的に見るバロメータとなっている。
区分経理を導入すれば学部ごとに支出と収入が
チェックできるので，無駄のない経営が展開できる。
教育・研究活動を実践するうえで必要な支出が発生
し，それに見合った収入が得られれば問題はないが，
赤字であれば収入を増やすように行動を転換しなけれ
ばならない。その場合，赤字を生み出した学部には改
善努力が促される。
こうして学部単位で支出と収入の動きを見れば，効
率的な経営が展開できる。したがって，大学の発展に
とって学部単位の区分経理は必要不可欠な会計である
と言える。それでも大学全体を捉えることは大切であ
る。私立大学の場合，教育活動収支は学部単位の区分
経理を実践し，その一方で教育活動外・特別収支は学
部の枠を取り払いながら大学全体で捉えていくのが自
然な姿であろう。
学部ごとに区分経理を行ったうえ，教育活動収支差
額が赤字であれば教育活動外・特別収支において収入
を高める努力が要求される。具体的には運用収入の拡
大である。基本金の一部である運用資金を積極的に運
用することで教育活動収支差額の赤字分を穴埋めする
のである。運用収入による学部財政の補完機能がうま
く作用すれば，大学は本来の教育・研究活動に邁進で
きることになる。
5　資源の投入が大学財政に及ぼす影響
（1）資金調達力と大学財政
これから先ほどの私立大学の経営モデルを用いて簡
単なシミュレーションを行っていく。大学がいろいろ
な変数からどのような影響を受けるかがイメージでき
ると思われる。ここではモデルの中で描かれたトラン
スミッション・メカニズムだけを扱っているが，詳細
な方程式や係数については巻末に収録されている。以
下では設定された諸条件に従った場合の結果だけを示
すことにしたい。
まず，ブランド価値と成長率の関係から見ていくこ
とにしよう。図表9は A学部・資源と B学部・資源の
成長率がともに0％のケースと1％のケースに分けなが
ら，各学部のブランド価値の動きが0期から始まり10
期ごとに100期まで並べられている。また，両学部の
合計として大学全体のブランド価値も求められてい
る。
数値だけを示しても資源の成長率の相違がブランド
価値に及ぼす影響がわかりにくいので，図表10では
大学全体のブランド価値の動きを成長率0％のケース
と1％のケースに分けながら描いている。これを見る
と，明らかに資源の投入が行われれば大学のブランド
価値が拡大していくことがわかる。
大学が持続可能な発展を遂げるには絶えず資源の投
入が必要である。現状維持のままであればブランド価
値も低迷状態に陥る。資源を学部ごとに増大させれば
大学全体の発展につながっていく。このことが図表か
ら確認できたと思われる。
その一方で，資源の投入はコストを伴うので大学の
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財政を圧迫し赤字を生み出す恐れがある。それでも社
会ニーズを満たすうえで必要ならば，断念するわけに
はいかないであろう。その場合はコストに見合うだけ
の収入を確保すればよい。
図表11では資源の投入が A学部も B学部もともに
1％の成長が持続する中で，資金調達力の相違によっ
て大学の財政がどのような影響を受けるかが示されて
いる。最初のシミュレーションは資金調達力が弱い
ケースである。ここでは A学部の資金調達力が3であ
り，B学部の資金調達力が1としている。
その結果を見ると，40期目に2学部の収支がいずれ
も赤字となり，基本金組入前当年度収支差額は赤字に
なっている。資源の投入でコストが増大したにもかか
わらず，収入が追いつかなくなったためである。財政
の悪化に歯止めがかからず，ついに90期目には純資産
がマイナスの状態になっている。大学の破綻である。
それに対して，資金調達力が強いケースを見ると，
好ましい結果が示されている。A学部の資金調達力が
3から5に，そして B 学部の資金調達力が1から2に増
強されている。この場合，100期目に基本金組入前当
年度収支差額が若干の赤字になっているが，純資産は
増え続けている。
80期目には A 学部も B 学部も収支差額が赤字に
なっているが，基本金組入前当年度収支差額は黒字で
ある。これは運用収入が支えているためである。資金
調達力が増強されたことで基本金の一部である運用資
金も増大し，運用収入が増えているのである。資金調
達力が弱いケースでは運用資金が増えていかないの
図表9　大学のブランド価値と成長率
（1）成長率0％のケース
0期 10期 20期 30期 40期 50期 60期 70期 80期 90期 100期
A学部・ブランド価値 3.3 10.3 11.0 11.1 11.1 11.1 11.1 11.1 11.1 11.1 11.1
B学部・ブランド価値 2.5 6.3 6.7 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8 6.8
ブランド価値の合計 5.8 16.6 17.7 17.8 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9 17.9
（2）成長率1％のケース
0期 10期 20期 30期 40期 50期 60期 70期 80期 90期 100期
A学部・ブランド価値 3.3 10.7 12.2 13.1 14.0 14.9 16.0 17.1 18.2 19.5 20.8
B学部・ブランド価値 2.5 6.4 7.1 7.3 7.6 7.9 8.1 8.4 8.7 9.0 9.3
ブランド価値の合計 5.8 17.1 19.2 20.4 21.6 22.8 24.1 25.5 26.9 28.5 30.1
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図表10　成長率の相違によるブランド価値の比較
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図表11　資金調達力が大学財政に及ぼす影響
（1）資金調達力が弱いケース ----- 成長1％　資金調達力（A学部3・B学部1）
ケース1 0期 10期 20期 30期 40期 50期 60期 70期 80期 90期 100期
①損益計算書の項目
　A学部・収支差額 0.2 0.2 0.1 0.0 ▲0.1 ▲0.2 ▲0.4 ▲0.6 ▲0.8 ▲1.0 ▲1.2
　B学部・収支差額 0.1 0.1 0.0 ▲0.0 ▲0.1 ▲0.2 ▲0.3 ▲0.3 ▲0.4 ▲0.6 ▲0.7
　運用収入 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
　基本金組入前当年度収支差額 0.5 0.4 0.3 0.2 ▲0.0 ▲0.2 ▲0.5 ▲0.7 ▲1.0 ▲1.4 ▲1.7
②貸借対照表の項目
　基本金 10.0 13.8 17.0 19.1 19.7 19.7 19.7 19.7 19.7 19.7 19.7
　繰越収支差額 0.0 0.9 1.7 2.3 2.4 1.3 ▲2.2 ▲8.2 ▲17.0 ▲28.9 ▲44.2
　純資産 10.0 14.7 18.7 21.3 22.2 21.0 17.5 11.5 2.8 ▲9.1 ▲24.5
（2）資金調達力が強いケース ----- 成長1％　資金調達力（A学部5・B学部2）
ケース2 0期 10期 20期 30期 40期 50期 60期 70期 80期 90期 100期
①損益計算書の項目
　A学部・収支差額 0.9 0.9 0.8 0.7 0.6 0.4 0.3 0.1 ▲0.1 ▲0.3 ▲0.5
　B学部・収支差額 0.4 0.4 0.4 0.3 0.2 0.2 0.1 ▲0.0 ▲0.1 ▲0.2 ▲0.4
　運用収入 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.7 0.8 0.8 0.8
　基本金組入前当年度収支差額 1.4 1.5 1.5 1.4 1.3 1.2 1.0 0.8 0.6 0.3 ▲0.0
②貸借対照表の項目
　基本金 10.0 21.7 33.7 45.2 56.2 66.3 75.3 82.9 88.9 92.8 94.2
　繰越収支差額 0.0 2.9 5.9 8.8 11.5 14.1 16.3 18.2 19.7 20.7 21.1
　純資産 10.0 24.7 39.6 54.0 67.7 80.3 91.6 101.1 108.6 113.5 115.3
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図表12　資金調達力の相違による純資産の推移
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で，運用収入は低迷している。そのために2学部の収
支差額の赤字を穴埋めできなかったのである。
なお，図表12は2つのケースにおける純資産の推移
を描いたものである。資金調達力の相違が大学のブラ
ンド価値にどのような影響を及ぼすかが鮮明に捉えら
れるであろう。
（2）資金調達力の意味
資金調達力とはわかりやすく表現すれば大学の稼ぐ
力である。学生に満足できる教育が行われれば学生納
付金が確実に入ってくるであろう。また，研究能力が
優れていれば十分な研究費が確保できる。さらに人々
から教育・研究活動が総合的に評価されれば寄付金も
増えていく。
こうした大学の稼ぐ力はブランド価値に依存してい
る。大学が本来の教育・研究活動からブランド価値を
高めていけばコストも増えていくが，収入もそれに
伴って増えていく。これにより大学の財政は安定化す
る。資金調達力の増強とは確実に収入を確保する能力
を意味している。
学部に置かれた複雑な状況を正確に理解しているの
は学部に属する関係者である。彼らが社会に貢献する
うえで必要な支出を決定し，それに見合うだけの収入
を確保するように努める。その動きを促すには学部単
位の収入と支出を表す区分経理が重要な役割を果たす
であろう。
収支差額が赤字であれば黒字になるように収入を増
やす方法を探っていく。学部独自の情報を持っている
ので有効な手段を使うことで確実に収入を確保してい
くと思われる。
もし区分経理が導入されなければ学部ごとの収支差
額が把握できないため，資金調達力を高めていく意識
が芽生えてこないであろう。ただ単にいままで通りの
動きを見せるだけで改善には結びついていかない。し
かも帰属意識が希薄になるため，機敏な動きにはつな
がらないであろう。
もちろん，区分経理を導入しても学部単位での資金
調達力には限界が生じる。いくら帰属意識を高めなが
ら収入を確保しようとしても収支差額が赤字に陥る場
合もあろう。その時は運用資金を積極的に活用するこ
とで運用収入を得る必要がある。
運用収入の獲得は学部が担当するのではなく，大学
の理事会が行う業務である。運用資金を拡大させ，運
用利回りを高めることで運用収入は増大していく。大
学収入に占める運用収入の割合が高まれば，学部での
活動も制約が取り外され，本来の運営が可能となろ
う。
わが国の私立大学では運用収入の占める割合はまだ
低い状態にあるが，徐々に運用業務にも力を入れ始め
ている。そうであれば，近い将来，運用収入が学部の
赤字を補填する仕組みが整うことで大学の自由度がま
すます高まり，本来のブランド価値を確実に拡大して
いくであろう。
6　大学経営の方向性
（1）資産運用の重要性
本来，大学は独自の教育・研究理念を掲げながら，
それを実践する組織である。活動するにあたってコス
トが先行し，収入が後から追いかける支出優位の経営
スタイルが潜在的に潜んでいる。そのため大学は赤字
体質に陥る傾向が多分にある。それを回避する有効な
手段が学部単位での区分経理である。そのことをいま
まで強調してきた。
だが，現状は一般企業と同様に収入の範囲内で支出
を抑えている。赤字体質が続けば破綻の恐れも出てく
るからである。確かに経営の安定性を考えれば当然の
行動と言えるかもしれない。それでも大学の在り方を
長期的視点から捉えればいつまでも保守的な運営を続
けるわけにはいかないであろう。
わが国の大学とまったく対照的なのは米国の大学で
ある。米国の主要私立大学では教育・研究活動を行う
うえで生じる支出はそこから生み出される収入よりも
大きい傾向にある。その意味では支出優位の経営スタ
イルが取られている。ところが寄付基金を設けながら
巨額の運用資金を積極的に運用しているため，運用収
入が大学予算の中で大きな割合を占めている。
その結果，大学本体の赤字部分を運用収入で完全に
補完するシステムが備わっている。これならば充実し
た教育・研究活動が大学本体の収入に制約されずに自
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由に展開できる。大学理念を実現するための条件とし
て資産運用の存在は大学経営にとって無視する訳には
いかない。
わが国の大学は米国のような完全な資産運用システ
ムが構築されていないだけでなく，運用規模も相対的
に小さい。それゆえ，大学本来の業務から生じる収支
差額を運用収入で調整できるほどの役割がまだできて
いない。その結果，収入の範囲内に収まるように支出
を抑えざるを得ないのであろう。
（2）収入制約の弊害
本来ならば多くの支出が必要とされるにもかかわら
ず，収入の制約から切り詰めざるを得ない代表的事例
は教育・研究を担う教員の人件費であろう。例えば充
実した教育を学生に提供しようとすれば少人数教育が
一番好ましい。具体的には教員一人当たりの学生数を
少なくすることである。
そのためには教員数を増やさなければならず，それ
に伴って人件費も増えていく。これでは大学財政を圧
迫する。収入の範囲内に収まるように支出をコント
ロールしなければならないので，教員数を抑えた教育
をせざるを得なくなる。大教室での授業はまさに大学
財政の制約から生じた現象である。
少人数教育ならば教員と学生とのコミュニケーショ
ンも深まり，充実した教育が行われる。それを多くの
学生を相手に教育するとなれば，さまざまな問題が生
じる。例えば大教室の講義で問題となるのは学生の出
席管理が行われにくい点である。講義を受ける限り，
学生は出席するのが大前提である。そのためには学生
の出席状況を把握しておく必要がある。だが，大教室
に集められた大勢の学生を相手に出欠を取るのは難し
い。
最近ではスマートフォンを活用した出席管理システ
ムが普及しているので一昔前のような物理的困難さは
薄れたように見える。それでもすべての教員が出欠を
取るわけではない。学生の出席を嫌う教員も多い。出
席だけを目的にする学生の授業への参加を嫌っている
のである。そうした学生が参加すると，私語など講義
の妨げになるケースが多いからである。
こうした問題も大教室での講義に起因している。少
人数教育であれば，ある程度克服できるであろう。教
員人数を今まで以上に増やせばいいのであるが，なか
なか実行できないのが現状である。この事例からも推
測できるように収入の制約が大学の運営に及ぼす影響
はかなり大きいと思われる。
そのほかにわが国の大学に常態化している休講問題
も教員人数の少なさから生じているようにも感じられ
る。教員は学生に向けた講義を行うだけでなく，研究
も行わなければならない。研究発表や資料収集による
出張等で講義を休まざるを得ない局面も生じる。教員
に教育と研究という2つの仕事が同時に課されている
ために休講という措置が取られるのであろう。
学生にとって迷惑なことであり，本来，授業料を支
払っている限り，休講は許されない行為である。それ
にもかかわらず，長きにわたって休講問題は解消の目
処が立たないのが現状である。
だが，教員人数を増やしながら教育にウエイトを置
いた教員と研究にウエイトを置いた教員に分ければ，
ある程度，休講問題は解決できるのではないだろう
か。これならば研究を理由にした休講はかなり減るで
あろう。
こうして見ていくと，収入の制約から教員人数を増
やせないために休講という問題がいつまでも無くなら
ないのかもしれない。研究重視の教員を増やすなど新
たな動きを見せない限り休講問題は解決できないと思
われる。
（3）区分経理導入の条件
支出優先の大学経営は理念を実現するうえで必要な
政策であるが，その一方で財務の健全性を犠牲にする
恐れがある。それを回避するには支出に応じるだけの
収入を確保しなければならない。学部単位の区分経理
はまさに収入を高める有効な手段になる。これにより
学部の構成員である教員が自らが持つ専門知識を活か
しながら着実に収入に結び付けていける。
学部の収支が赤字であれば同じ組織に属する教員に
危機意識が芽生え，収入の獲得に向かっていく。教員
にとって内向きの活動も重要であるが，収入の確保に
は外向きの活動のほうが効率がいいであろう。
学内での講義だけでなく，学外での活動も活発に進
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めていく必要がある。例えば，外部の人に向けた講演
活動が挙げられる。専門家にとっても一般の人々に
とっても有意義な内容であれば有料で行うべきであ
る。大学の活動が外部に広がればブランド価値が高ま
るだけでなく，講演収入も得られる。
また，出版活動も同様に大学の存在感を高めるとと
もに出版を通じた収入も確保できる。そのほかにも専
門知識を生かしながら大学のブランド価値を高めつつ
収入に結びつく活動はたくさんあるように思える。
教員が外部に向けた活動を積極的に行えば収入も増
えていく。これが大学の資金調達力である。その成果
が見やすい形にしたものが学部単位の区分経理とな
る。学部ごとに収支差額を絶えずチェックすれば効率
的な運営から支出に対応した収入の確保が可能となろ
う。
だが，いくら区分経理を導入しても教員が動かない
ことには成果に結びつかない。今日の大学は外部の刺
激を感じながらも変化を嫌う体質が依然として残って
いるため，なかなか機敏な動きに転じていかない。そ
のためには学部の独立性を大学組織の中で認めない限
り，区分経理の導入はあまり意味を成さないように思
える。
学部長が経営の責任者として学部を運営し，教員の
人事権を持てば円滑に進んでいく。そうであれば学部
の収支差額に絶えず注意を払うので，状況に応じて適
確な指示を教員に向けて出すであろう。もちろん，教
員はそれに対して機敏に応じていかなければならな
い。そうしたトップダウン型の経営を支えてくれるの
が学部単位の区分経理である。
今日の大学は学部長が理事であるケースが見られる
が，実質的な経営者とは言えない。まして教員の人事
権を有していない。こうした状況のもとでは区分経理
の効力は発揮しにくいであろう。
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付録　大学経営の方程式
変数 単位 定義
□ A学部・資源 3.30192724889463
□ A学部・ブランド価値 3.30192724889463
□ B学部・資源 2.47644543667097
□ B学部・ブランド価値 2.476445437
□ 基本金 JPY 10<<JPY>>
□ 繰越収支差額 JPY 0<<JPY>>
A学部・投入 % A学部・資源＊ A学部・成長率
A学部・ブランド価値消失 A学部・ブランド価値 /5
A学部・活動 A学部・資源 ^（2/3）
B学部・投入 % B学部・資源＊ B学部・成長率
B学部・ブランド価値消失 B学部・ブランド価値 /5
B学部・活動 B学部・資源 ^（1/3）
収支差額 JPY IF（基本金組入前当年度収支差額>0<<JPY>>，
基本金組入前当年度収支差額＊（1－基本金決定係数），基本金組入前当年度収
支差額）
基本金組入 JPY IF（基本金組入前当年度収支差額>0<<JPY>>，
基本金組入前当年度収支差額＊基本金決定係数，0<<JPY>>）
○ A学部・コスト JPY A学部・資源＊ A学部・単位コスト
○ A学部・収入 JPY 0.3<<JPY>>＊（1＋ A学部・ブランド価値 /100）＊（1+A学部・資金獲得力）
○ A学部・収支差額 JPY A学部・収入－ A学部・コスト
○ B学部・コスト JPY B学部・資源＊ B学部・単位コスト
○ B学部・収入 JPY 0.3<<JPY>>＊（1＋ B学部・ブランド価値 /100）＊（1+B学部・資金獲得力）
○ B学部・収支差額 JPY B学部・収入－ B学部・コスト
○ 基本金組入前当年度収支差額 JPY A学部・収支差額＋ B学部・収支差額＋運用収入
○ 純資産 JPY 基本金＋繰越収支差額
○ 運用収入 JPY 運用資金＊運用利回り
○ 運用資金 JPY 運用割合＊基本金
◆ A学部・単位コスト JPY 0.3<<JPY>>
◆ B学部・単位コスト JPY 0.2<<JPY>>
◆ 基本金決定係数 0.8
◆ 運用利回り % 3<< %>>
◆ 運用割合 0.3
◆ A学部・成長率 % 0<< %>>or1<< %>>
◆ A学部・資金獲得力 3or5
◆ B学部・成長率 % 1<< %>>
◆ B学部・資金獲得力 1or2
